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用語の定義 

 

 

用語の定義 

 

本計画で使用する用語は、「都市再生安全確保計画 作成の手引き」（内閣官房、

国土交通省）に準拠する。 

 

分類 用  語 定  義 

行動 

避難 大規模災害時に、身に迫った危険を避けるため、安

全な場所に移動すること 

退避 大規模災害時に、安全が確認されるまでの間、一時

的に安全な場所に移動すること 

ひと 

滞在者 地域内に就業、通学の目的で滞在する者 

従業者 滞在者のうち、就業を目的とした者 

通学者 滞在者のうち、就学を目的とした者 

居住者 その地域で居住している者 

来訪者 地域内にいる滞在者、居住者以外の者 

帰宅困難者 自宅までの距離が遠く、徒歩による帰宅が困難な人

施設 

避難場所 

(広域避難場所) 

大震災時に発生する延焼火災やその他の危険から、

避難者の生命を保護するために、必要な面積を有す

る大規模公園、緑地、耐火建築物地域等のオープン

スペースをいい、東京都が指定している場所 

避難施設 

（一時滞在施設） 

帰宅困難者を数日間受け入れるための施設 

一時退避場所 大規模災害時に、施設の安全性が確認され当該施設

に戻るまでの間、施設の滞在者が一時的に退避する

ための場所 

 

【補足１】居住者および滞在者、来訪者の考え方 

 

居住者 

滞在者 

来訪者 

従業者 

通学者 
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１． エリア防災計画について 

（１） 背景 

東日本大震災では大都市のターミナル駅周辺において、多くの滞留者や帰宅困難者

が発生し大きな混乱が生じた。また、首都直下地震等の大規模な地震が発生した場合

において、建築物の損壊や交通機関のマヒなどにより、甚大な人的、物的被害が想定

される。 

「品川区地域防災計画（平成24年度修正）」では、首都直下地震（東京湾北部地震

Ｍ7.3）により、品川区において480,501人の滞留者、179,084人の帰宅困難者が発生

すると想定し、帰宅困難者対策として「行政機関だけではなく事業者、学校、地域な

ど社会全体で連携し取り組みを進めることにより、駅周辺をはじめとした混乱の防止

や帰宅困難者の安全な帰宅を実現する。」こととしている。さらに、品川区では、平

成26年4月1日に「品川区災害対策基本条例」を制定し、地域防災計画に基づく災害予

防、災害時の応急対策、復旧時にかかる区の責務および区民、事業所の努めと役割を

明確にした。 

一方国では、人口や都市機能が集積する地域において、大規模な地震が発生した場

合における滞留者等の安全確保を図るため、1日あたりの乗降客数が30万人以上の主

要駅周辺において、都市再生安全確保計画に準じた「エリア防災計画」の策定を推進

している。大井町駅は、1日あたりの乗降客数が約40万人のため、計画策定の対象と

なる。 

集客施設や事業所等が集積している大井町駅周辺地域は、東日本大震災を教訓に大

規模な災害時における滞留者対策と地域内の安全確保を目的として、平成27年4月に

大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会を発足し、エリア防災計画を策定することとした。 

 

（２） 意義 

大井町駅周辺地域には、区役所があるとともに多くの商業施設や宿泊施設、文化施

設が集積しており、品川区における行政、商業、交通の要となっていることから、本

計画を策定し運用することで、大規模災害発生時の人的、物的被害や避難等に伴う混

乱を最小限に抑え、地域の安全確保と早期回復を可能にする。 
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（３） 目標 

東日本大震災では、大井町駅周辺地域において、多くの滞留者が発生し、周辺道路

には徒歩帰宅者の行列が見られたが、大規模な建物倒壊や延焼火災などの被害は発生

しなかった。しかし、今後発生するおそれのある首都直下地震においては、駅周辺の

混乱とともに揺れや火災による人的、物的被害が予想される。 

そのため、本計画では「安全確保」と「混乱の防止」を目標として設定する。 

 

目標１ 安全確保 

災害時において、滞在者や来訪者等の安全を確保できる場所とそこにいたるまでの

ルートを確保し、より安全に退避できるようにする。 

 

目標２ 混乱の防止 

交通機関が停止した場合は、むやみに移動を開始しない行動を徹底することで滞留

者の発生を抑制する。また、行き場のない滞留者については、救命救助活動の妨げに

ならないよう一時滞在場所に案内し、3日間程度留め置くこととする。 

 

（４） 作成および変更 

本計画は、平成27年4月に設立された「大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会」が作

成する。 

また、定期的に効果の検証を実施し、再開発やインフラ整備等による地域の状況変

化に応じて、適宜見直しを行い、協議会の承認により内容を変更する。 

なお、協議会の構成は、図表1のとおりである。 
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図表 1 大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会 構成員名簿 

 事業者・団体名 備考 

会長 有限会社アワヤ  

副会長 
特定非営利活動法人まちづくり大井  

公益財団法人品川文化振興事業団  

鉄
道
事
業
者
等 

東日本旅客鉄道株式会社 大井町駅 幹事 

東京急行電鉄株式会社 大井町駅 幹事 

東京臨海高速鉄道株式会社 幹事 

東急バス株式会社  

京浜急行バス株式会社  

企
業
・
大
型
集
客
施
設
等 

日本郵便株式会社 品川郵便局  

ルートインジャパン株式会社  

株式会社ニッセイコム  

大成温調株式会社  

かんべ土地建物株式会社  

株式会社ヤマダ電機LABI品川大井町店  

ヴィアイン東京大井町  

三菱鉛筆株式会社  

三愛石油株式会社  

株式会社アトレ 大井町店  

株式会社イトーヨーカ堂 大井町店  

株式会社大井開発 アワーズイン阪急  

四季株式会社  

東京商工会議所 品川支部  

教
育
施
設 

学校法人町田学園  

学校法人青蘭学院青稜中学校・高等学校 オブザーバー 

東京都立品川特別支援学校  

防
災
関
係
機
関 

警視庁品川警察署  

警視庁大井警察署  

東京消防庁大井消防署  

品川区防災まちづくり部防災課  

国土交通省関東地方整備局建政部都市整備課 オブザーバー 

東京都総務局総合防災部防災管理課 オブザーバー 
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イ 大井町駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数 

図表13のフローに基づき大井町駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数を推計

した結果は、以下のとおりである。 

 

 a. 大井町駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数 

大井町駅周辺地域全体の滞留者数は約31,000人、帰宅困難者数は約16,000

人と推計される。 

 

図表 14 大井町駅周辺地域における滞留者数および帰宅困難者数 

 

屋内滞留者 

（業務） 

避難者 

屋外滞留者 

滞留場所 

不明人口 

待機人口

避難者 

東京都市

圏外 

来訪者 

鉄道利用者 

将来開発

集客数 

（広域）

将来開発 

集客数 

（近隣） 

合計 

滞留者 4,611 5,643 7,662 3,275 6,839 1,200 1,927 31,157

帰宅困難者 ― 5,643 ― 3,275 5,869 1,200 ― 15,987
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 b. 町丁目別滞留者数および帰宅困難者数 

町丁目別の滞留者数および帰宅困難者数は、以下のとおりである。駅利用

者は大井１丁目と東大井５丁目に加算した。 

 

図表 15 町丁目別滞留者数および帰宅困難者数 

 
屋内滞留者 
（業務） 
避難者 

屋外滞留者 
滞留場所 
不明人口 

待機人口

避難者 

東京都市

圏外 
来訪者 

鉄道利用者 
将来開発

集客数 
（広域）

将来開発 
集客数 
（近隣） 

合計※

南品川４ 
287 

－ 
310 

662

－
180   

1,439

490

南品川５ 
308 

－ 
481 

1,246

－
279   

2,314

760

南品川６ 
162 

－ 
229 

299

－
133   

823

362

東大井３ 
110 

－ 
275 

751

－
160   

1,296

435

東大井４ 
52 

－ 
171 

132

－
99   

454

270

東大井５ 
821 

－ 
659 

377

－
382 

1,455

1,312
  

3,694

2,353

東大井６ 
149 

－ 
167 

272

－
97   

685

264

大井１ 
1,775 

－ 
1,436 

619

－
833 

5,384

4,557
 

1,627 

－ 

11,674

6,826

大井２ 
63 

－ 
155 

584

－
90   

892

245 

大井３ 
123 

－ 
278 

832

－
161   

1,394

439 

大井４ 
227 

－ 
309 

664

－
180   

1,380

489 

二葉１ 
205 

－ 
547 

604

－
318   

1,674

865 

広町２ 
180 

－ 
374 

0

－
217 1,200 

300 

－ 

2,271

1,791 

西品川１ 
149 

－ 
252 

620

－
146   

1,167

398 

合計 
4,611 

－ 

5,643 

5,643 

7,662

－

3,275

3,275

6,839

5,869

1,200 

1,200 

1,927 

－ 

31,157

15,987

※合計欄の上段は滞留者数（屋内滞留者～将来開発集客数（近隣）までの合計）、下段は帰宅困難者数（滞留

者数から、屋内滞留者、待機人口避難者、将来開発集客数（近隣）を除く） 
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 c. 来訪者数 

災害発生時に調査対象地域を訪れている買い物客や観光客等の来訪者数の把握

については、以下の統計を利用した。 

東京都市圏内からの流入者については、最新の第5回平成20年東京都市圏パーソ

ントリップ調査（調査時期：平成20年（2008年）10月～11月）を利用した。 

東京都市圏外からの流入者については、首相官邸「まち・ひと・しごと創生本

部」による「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」（平成27年4月21日より供用

開始）14の情報を利用した。 

 

【東京都市圏内からの流入者について】 

平成20年東京都市圏パーソントリップ（ＰＴ）調査15における、大井町駅周

辺地域の着目的別集中量は以下のとおりである。ＰＴ調査ゾーンのうち大井町

駅周辺地域の対象町丁目分の集中量を抽出するため、ゾーン全体の集中量を昼

間人口比率で按分した。集中量のうち、着目的が「Ａ自宅－私事」、「Ｂ私事

」、「Ｃ不明」を流入者とした。なお、集中量の集計にあたって、代表交通手

段が「徒歩・自転車」のものは、ゾーン内移動（＝流入者ではない）と考え除

外している。 

 

図表 20 大井町駅周辺地域における流入者数の整理 

ＰＴ 

調査 

ゾーン 

町丁目 

着目的： 目的種類別集中量（人 T.E/日） 

   A   B C  A+B+C 

自宅－ 

勤務 

自宅－ 

通学 

自宅－

業務 

自宅－

私事 
帰宅 

勤務・

業務 
私事 不明 計 

流入者

計 

大井町駅周辺地域 

01201 

(一部) 

広町２、 

西品川１ 
4,131 419 243 152 1,049 960 464 73 7,490 689

01211 

(一部) 

南品川 

４～６ 
5,547 439 380 374 3,308 1,239 836 126 12,247 1,335

01220 

(一部) 

東大井 

３～６ 
5,031 253 413 741 3,654 1,584 1,375 233 13,284 2,349

01221 

(一部) 

大井 

１～４ 
7,606 993 621 2,566 11,661 2,348 4,734 535 31,062 7,834

01230 

(一部) 

二葉１ 
849 347 116 248 2,982 505 472 134 5,652 853

大井町駅周辺地域計 23,164 2,449 1,772 4,080 22,652 6,637 7,880 1,100 69,735 13,060

品川区計 271,353 24,477 18,468 34,905 179,777 74,857 64,111 9,773 677,721 108,789

 

以上より、大井町駅周辺地域における流入者の推計値は、計13,060人である。

また、品川区全体に占める大井町駅周辺地域の流入者の割合は、 

13,060÷108,789＝約12.0050％である。  
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 d. まとめ 

大井町駅周辺地域における滞在人口の特性について、以下のとおり整理した。 

 

【昼間人口、夜間人口の比較】 

・昼間人口：51,390人（対象地域内） 

・夜間人口：48,101人（対象地域内） 

⇒昼間人口は、駅周辺の大井１丁目、東大井５丁目に集中している。 

⇒夜間人口は、町丁目間のばらつきは少ない。 

⇒避難所は区民を対象としており、夜間人口をベースに計画が設定されて

いる。 

⇒夜間より日中に発災した場合、多くの滞留者や帰宅困難者が行き場を失

うことが想定されるため、昼間人口が集中する駅周辺での対策が特に必要

と考えられる。 

 

【従業人口の分布】 

・従業人口：27,383人（対象地域内） 

⇒駅周辺の大井１丁目、東大井５丁目に従業人口が集中している。 

⇒これらの従業人口が滞留者、帰宅困難者とならないよう、事業所による

自助および共助の取り組みが求められる。 

 

【来訪者数の推計】 

・東京都市圏内からの流入者数：約13,060人（対象地域内、推計） 

・東京都市圏外からの流入者数：約3,275人（対象地域内、推計） 

⇒東京都市圏内の流入者数は、品川区全体の約12％と推計された。 

⇒大規模な商業施設や事務所ビルが立地する南西ブロック（阪急方面）が

最も来訪者が多いと推測される。 
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【耐震化の状況】 

区内にある民間建築物の耐震化の状況と目標は、以下のとおりである。 

 

図表 28 民間建築物の種類・種別と耐震化の目標20 

種 類 種 別（現状の耐震化率） 
耐震化の目標 

（平成 32 年） 

住 宅 

〇木造住宅  

〇非木造住宅  

（61.1％）

（67.0％）
95％ 

〇マンション  （95.0％） 更なる耐震化の促進

民間特定建築物 

〇多数の人が利用する施設  （91.6％） 95％ 

〇危険物を取り扱う施設  （92.6％） 95％ 

〇地震による倒壊で道路を閉塞す

る恐れがある建築物  
（76.7％） 100％ 

区有建築物 
〇防災上重要な施設  （91.8％） 100％ 

〇その他の施設  （79.0％） 95％ 

 

・マンションや民間特定建築物など多数の人が利用する施設では耐震化が進んでい

るが、住宅の耐震化の現状は6割程度である。 
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 c. 地域危険度測定調査 

地震時における地域内の建築物の危険度については、東京都が東京都震災対

策条例に基づき、概ね5年ごとに公表しており、平成25年9月（第7回）に公表し

たものが最新版である。 

この地域危険度測定調査において、災害時の避難や消火、救援活動のしやす

さ（困難さ）を加味するため、「災害時活動困難度」（災害時の活動を支える

道路等の基盤状況を評価する指標）を考慮した「総合危険度」が町丁目別に公

開されている。 

大井町駅周辺地域の危険度は、以下のとおりである。 

 

図表 29 町丁目別地域危険度21 

町丁目名 地盤分類 

建物倒壊

危険度 

火災 

危険度 

総合 

危険度 

災害時活動困難度を考慮した危険度

建物倒壊

危険度 

火災 

危険度 

総合 

危険度 

ラ 

ン 

ク 

順 

位 

 

ラ

ン

ク

順 

位 

 

ラ

ン

ク

順 

位 

 

ラ

ン

ク

順 

位 

 

ラ 

ン 

ク 

順 

位 

 

ラ 

ン 

ク 

順 

位 

 

大井１丁目 谷底低地２ 2 1,244 3 1,095 3 1,117 2 2,342 2 1,663 2 2,001

大井２丁目 台地１ 3 599 4 174 4 297 4 246 4 147 4 171

大井３丁目 台地１ 2 1,343 3 762 3 982 3 806 3 612 3 670

大井４丁目 台地１ 2 1,310 3 495 3 794 3 520 4 310 3 369

西品川１丁目 台地１ 2 1,182 3 939 3 995 3 509 3 683 3 547

東大井３丁目 台地１ 2 1,731 3 581 3 1,105 3 620 4 321 3 431

東大井４丁目 台地１ 1 3,857 1 3,188 1 3,569 1 3,551 1 2,916 1 3,277

東大井５丁目 台地１ 2 1,386 2 1,649 2 1,505 2 1,289 2 1,501 2 1,327

東大井６丁目 谷底低地２ 3 1,037 3 792 3 805 4 311 3 490 4 354

広町１丁目 谷底低地３ 1 3,707 1 3,716 1 3,767 2 2,724 1 3,198 1 2,989

広町２丁目 台地１ 1 4,744 1 4,606 1 4,689 1 4,544 1 4,447 1 4,530

二葉１丁目 谷底低地２ 3 784 4 295 3 437 3 587 4 325 3 419

南品川４丁目 谷底低地２ 3 966 4 258 3 506 4 341 4 171 4 230

南品川５丁目 沖積低地２ 3 443 3 432 4 337 4 181 4 352 4 243

南品川６丁目 台地１ 2 1,601 3 873 2 1,187 3 648 3 539 3 543
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 d. まとめ 

大井町駅周辺地域における建築物に係る地域特性は、以下のとおりである。 

 

図表 35 大井町駅周辺における建築物に係る地域特性の整理 

 北東（ｾﾞｰﾑｽ坂） 南東（郵便局） 南西（阪急） 北西（区役所） 

①建物用途 

 ・戸建住宅が多い ・駅周辺に商業が集

積 
・東大井６丁目に戸

建、木造アパート

・駅周辺と区役所通

り沿いに商業集

積 
・大井１丁目に事務

所が集積 

・ＪＲ施設が大半を

占める 
・区役所が立地 

②建物構造 

 

・一部で集約化・不

燃化が進んでい

るが、駅直近部に
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・北側、駅周辺では

不燃化が進んで

いるが、南部では

木密エリアがみ

られる 
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③地域危険度測定調査 
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【建築物に係る地域特性】 

⇒災害時活動困難度を考慮した総合危険度において、大井２丁目、東大井６丁目、

南品川４～５丁目が危険度４である。特に、大井２丁目および南品川４丁目は、

火災危険度も４と高い値である。 

⇒危険度の高い地域では、地区内での避難が難しいと考えられるため、地区外へ

の避難についても想定する必要がある。 
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【橋りょう】 

品川区では、車道橋と人道橋（歩道橋含む）を合わせて、70橋の橋りょう

を管理している。区で管理する橋りょうは、落橋防止装置等の設置による耐

震化がおおむね完了している24。 

 

図表 37 区管理の橋りょう（大井町駅周辺地区）25 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

大井町歩道橋 
ＪＲ東海道線 

ＪＲ京浜東北線 

大井１丁目５０ 

東大井５丁目２１ 
特別区道橋 横断歩道橋 

大井町ペデストリ

アンデッキ 
区道 東大井５丁目２０ 特別区道橋 横断歩道橋 

広町歩道橋 区道 
広町２丁目１ 

西品川１丁目２０ 
特別区道橋 横断歩道橋 

月見橋 立会川 
東大井６丁目１５ 

東大井６丁目１７ 
特別区道橋 ＰＣ橋 

桜橋 立会川 
東大井３丁目２２ 

南大井５丁目２ 
特別区道橋 鋼橋 

昭和橋 立会川 
東大井３丁目２８ 

南大井４丁目２ 
特別区道橋 鋼橋 

要津橋 目黒川 
北品川３丁目１１ 

南品川４丁目１ 
特別区道橋 鋼橋 

要津歩道橋 目黒川 
北品川３丁目１１ 

南品川４丁目１ 
特別区道橋 鋼橋 

 

図表 38 東京国道事務所品川出張所管理橋りょう（大井町駅周辺地区）26 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

南品川歩道橋 国道 15 号 南品川４丁目１９ 横断歩道橋 

青物横丁歩道橋 国道 15 号 南品川５丁目１６ 横断歩道橋 

東大井歩道橋 国道 15 号 東大井４丁目７ 横断歩道橋 
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【がけ地】 

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和44年7月1日法律

第57号）では、傾斜度が30度以上ある土地を急傾斜地と定めている。このう

ち、高さが5ｍ以上、想定被害地域内に5戸以上の人家が存在するなど、一定

の要件を満たすものが急傾斜地崩壊危険箇所とされている。 

区内の急傾斜地崩壊危険箇所は、自然斜面5ヶ所、人工斜面38ヶ所の計43ヶ

所あり、特に上大崎１、３丁目、北品川３丁目に数多く分布している。 

（特性） 

・大井町駅周辺地域では、下記の6ヶ所が分布している。 

・南品川６丁目ＪＲ線路脇の道路は、住民以外に通勤者の利用もあり、歩

行者交通量が多いため注意が必要である。 

 

図表 41 急傾斜地崩壊危険箇所一覧29 

箇所番号 所在地 備考 

109B1-003 南品川 ＪＲ線路脇の歩行者通路 

109B1-025 南品川６丁目７  

109B1-026 南品川６丁目８  

109B1-027  西品川３丁目２０  

109B1-032 東大井３丁目５  

109B1-035 大井４丁目１１  
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 b. 交通施設 

【鉄道】 

大井町駅は、ＪＲ東日本京浜東北線、東京急行電鉄大井町線、東京臨海高

速鉄道りんかい線の3路線が乗り入れるターミナル駅である。 

1日の平均乗車人員は、約19万人（乗り換え含む）であり、乗降客数は約40

万人規模となる。 

 

図表 43 区内の主要駅における1日あたり平均乗車人員（平成22年度）31 

ＪＲ東日本 京浜急行電鉄 

 ‐目黒駅 102,310人  ‐青物横丁駅 22,363人

‐五反田駅 129,154人 ‐立会川駅 8,705人

‐大崎駅 126,436人 東京モノレール 

‐大井町駅 94,715人  ‐天王洲アイル駅 14,337人

‐西大井駅 14,501人 ‐大井競馬場前駅 4,365人

東京急行電鉄 東京都交通局 

目黒線 ‐目黒駅 115,482人 浅草線 ‐中延駅 13,079人

‐武蔵小山駅 23,434人 ‐五反田駅 30,067人

池上線 ‐五反田駅 50,172人 東京臨海高速鉄道 

‐旗の台駅 29,424人 りんかい線 ‐天王洲アイル駅 16,035人

大井町線 ‐大井町駅 62,761人 ‐品川シーサイド駅 21,576人

‐旗の台駅 31,787人 ‐大井町駅 33,495人

  ‐大崎駅 50,653人
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図表 45 大井町駅周辺発着のバス路線 36 

のりば 系統 行先（主な経由地）・備考 バス会社

西口1 

品94 蒲田駅（大森駅･池上営業所･池上駅前･蓮沼駅） 東急バス

井03 蒲田駅（大森駅･池上営業所･池上駅前･蓮沼駅） 東急バス

井09 池上駅（大井第一小学校･大森駅･大森郵便局･池上営業所） 東急バス

品94 池上駅前（大井第一小学校･大森駅･大森郵便局･池上営業所） 東急バス

- 池上営業所（大井第一小学校･大森駅･大森郵便局）※夜のみ 東急バス

西口2 井05 西大井駅（大井第一小学校･伊藤学園） 東急バス

西口3 
井19 大森駅（立会川） 京急バス

井19 レジャーランド平和島（立会川･大森駅･大森海岸駅） 京急バス

西口4 品94 品川駅（青物横丁･新馬場駅前） 東急バス

西口5 
渋41 渋谷駅（ゼームス坂上･新馬場駅前･大崎駅･中目黒駅） 東急バス

渋41 清水（ゼームス坂上･新馬場駅前･大崎駅） 東急バス

西口6 井01 荏原営業所（二葉１丁目･西大井駅入口） 東急バス

西口7 
井30 船の科学館（青物横丁･フジテレビ前･台場駅･東京テレポート駅） 京急バス

井32 東京テレポート駅（青物横丁･フジテレビ前･台場駅） 京急バス

東口1 

井92 
八潮パークタウン（青物横丁･都立産業技術高専品川キャンパス前･

八潮北）※循環:八潮公園行あり 
都営バス

直行01 
八潮パークタウン（品川総合福祉センター前･明晴学園前･八潮北） 

※平日のみ 
都営バス

東口2 井12 八潮パークタウン（立会川･大井競馬場駅）※八潮南止りあり 京急バス

東口4 井98 
大井水産物埠頭前（青物横丁･2号バース前･東京税関大井出張所前）

※平日･土曜のみ 
都営バス

東口5 井96 
天王洲アイル（東品川橋･天王洲アイル･東品川３丁目･青物横丁） 

※循環 
都営バス

区1 井01 荏原営業所（二葉１丁目･西大井駅入口） 東急バス

区2 井01 大井町駅 東急バス

区3 

渋41 渋谷駅（南馬場･新馬場駅前･大崎駅･大鳥神社前･中目黒駅） 東急バス

渋41 清水（南馬場･新馬場駅前･大崎駅･大鳥神社前） 東急バス

品94 品川駅（青物横丁･新馬場駅前） 東急バス

区4 

井19 大森駅（立会川） 京急バス

井19 レジャーランド平和島（立会川･大森駅･大森海岸駅） 京急バス

井30 船の科学館（青物横丁･フジテレビ前･台場駅･東京テレポート駅） 京急バス

井32 東京テレポート駅（青物横丁･フジテレビ前･台場駅） 京急バス

区5 
渋41 大井町駅 東急バス

品94 蒲田駅（大森駅･池上駅･池上営業所･蓮沼駅）※池上駅前行あり 東急バス

※のりば番号の「西口」は西口駅前広場、「東口」は東口駅前広場、「区」は区役所通りを指す。 
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 c. まとめ 

大井町駅周辺地域における道路や交通施設の特性は、以下のとおりである。 

 

【道路】 

⇒幅員が減少する道路および細街路は、円滑な避難の妨げとなる可能性が

ある。 

⇒南北にＪＲ線路、東西に東急線が走っており、地区を分断する要素とな

っている。 

⇒広域避難場所である広町２丁目地区への通路は限られているため、円滑

な避難ができる対策が必要と考えられる。 

⇒ＪＲ線路脇の道路は、普段歩行者の利用が多い道路であるが、急傾斜地

崩壊危険箇所に指定されているため、避難路の設定の際には注意が必要と

考えられる。 

 

【交通施設】 

⇒大井町駅は、鉄道3線が乗り入れるターミナル駅であり、1日の乗降客数

は約40万人と多くの人々が利用することから、帰宅困難者等の推計の際に

は鉄道利用者についても考慮することが必要と考えられる。 
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 b. 給水拠点 

給水拠点は、以下のとおりである。 

 

図表 47 給水拠点となる施設一覧34 

施設名 住所 使用可能水量 

区立戸越公園（応急給水槽） 豊町２丁目１‐３０ 1,500 m3

区立しおじ公園（応急給水槽） 八潮５丁目６ 1,500 m3

都立林試の森公園（応急給水槽） 下目黒５丁目３７ 1,500 m3

都立八潮高等学校（小規模応急給水槽） 東品川３丁目２７‐２２ 100 m3

 

震災対策用井戸の設置状況は、以下のとおりである。 

 

図表 48 震災対策用井戸35 

設置場所 住所 日量 

西大井広場 西大井１丁目４‐１０ 約300m3

戸越公園 豊町２丁目１‐３０ 約170m3

荏原第一中学校 荏原１丁目２４‐３０ 約100m3
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 d. 広域避難場所 

【広域避難場所】 

広域避難場所は、震災時に発生する延焼火災から身の安全を確保するために

一時的に避難する場所で、東京都震災対策条例に基づき、東京都が指定する。

広域避難場所はおおむね5年ごとに見直されており、およそ5ha以上の空地や耐

火建物群、河川敷、グラウンド、学校、公園や緑地などのオープンスペース、

また輻射熱の影響が少ない安全な所まで後退できる奥行きがある場所などを

要件に選定されている38。 

品川区の広域避難場所は、10ヶ所が指定されている。 

大井町駅周辺地域の地区が割り当てられている広域避難場所は、ＪＲアパー

ト・品川区役所一帯、大井ふ頭一帯、大井競馬場・しながわ区民公園である。 

 

図表 55 大井町駅周辺地域の広域避難所39 

 

  

避難場所名称 

（所在地） 

区域面積 

／ 

避難有効面積 

地区割り当て 避難計

画人口

一人当り

避難有効

面積 

最遠

距離
区町丁 町丁数

ＪＲアパート・品川

区役所一帯 

（広町） 

84,171㎡ 

／ 

42,336㎡ 

大井１～３丁目、戸越１丁目、３丁

目の一部、西品川３丁目、１～２

丁目の各一部、広町２丁目、二

葉１丁目、２丁目の一部 
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㎡/人 

1.2km

大井ふ頭一帯 
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／ 
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大井競馬場・しなが

わ区民公園 

（勝島） 

 

504,330㎡ 

／ 

311,596㎡ 

 

戸越６丁目、西大井１～６丁目、
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人
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 e. 公園、広場等 

【防災機能を有する公園、広場】 

品川区では、震災時における地域の防災活動拠点として、平常時には防災

訓練の場、区民の憩いの場、子どもの遊び場となる33ヶ所（平成24年4月1日

現在）の防災活動広場の整備を行ってきた。 

これら防災活動広場に加え、公園等にも可能な限り防災設備を設けている。 

貯水槽や防災行政無線の屋外スピーカーが設置された公園等、防災機能を

持つ広場や公園は大井町駅周辺地域に11ヶ所立地している。 

 

図表 58 大井町駅周辺地域の防災活動広場（特定児童遊園）41 

広場名 所在地 面積 貯水槽 施設整備 

南品川６丁目 

防災活動広場 

南品川６丁目１３‐３ 

   ６丁目１４‐１ 
742.94㎡

5m3

40m3

防災資機材倉庫、ミニ・ポンプ

格納庫、消火器格納庫 

西品川１丁目 

防災活動広場 
西品川１丁目１４‐１３ 307.98㎡ 40m3

防災資機材倉庫、動力ポンプ格

納庫、ミニ・ポンプ格納庫、区

民消火隊格納庫、消火器格納庫

大井２丁目 

防災活動広場 
大井２丁目５‐１５ 545.97㎡

5m3

100m3

防災資機材倉庫、ミニ・ポンプ

格納庫、消火器格納庫 

 

 

図表 59 大井町駅周辺地域の公園（40t以上の貯水槽を設置）42 

公園名 所在地 面積 貯水槽 施設整備 

大井公園 
東大井４丁目８‐４ 

   ４丁目３‐１８ 
9,074.84㎡

40m3

40m3
固定系無線屋外スピーカー 

東大井公園 東大井３丁目４‐４ 4,680.00㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

大井中央公園 大井１丁目４６‐８ 1,650.11㎡
5m3

40m3
固定系無線屋外スピーカー 

横丁公園 南品川５丁目４‐９ 681.78㎡ 40m3  

仙台坂公園 南品川５丁目１６‐１ 315.28㎡ 40m3
民間の住宅開発に伴い区に提

供された公園 

むつみ児童遊園 南品川５丁目２‐１７ 298㎡ 40m3 細い通路を抜けて南五公園に出られる

西品川公園 西品川１丁目８‐７ 2,230.75㎡ 100m3  

しながわ 

中央公園 

西品川１丁目２７‐１４

１丁目２８‐２５

１丁目２０‐１３

21,082.77㎡ 40m3  
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【その他公園】 

特に防災機能は整備されていないものの、発災直後に避難が可能と考えら

れる公園は、以下のとおりである。 

 

図表 60 その他公園43 

公園名 所在地 面積 備考 

大井駅前公園 大井１丁目２‐５ 349㎡

ＪＲ大井町駅南側の線路沿いにある細

長い公園。歩道と一体的に整備されてい

る。 

大井町緑地児童遊園 大井１丁目１‐７地先 1,296㎡
大井町駅西口ロータリーから立会道路

沿いに続く細長い児童遊園。 

森下児童遊園 大井２丁目１‐１３ 800㎡
区営住宅建設に伴って提供された児童

遊園。敷地の大部分を広場が占める。 

宮下公園 大井２丁目７‐１６ 385㎡
立会道路から脇道に入った先の緩やかな坂に

面した公園。 

やまなか公園 大井３丁目２２‐３ 653㎡
低く抑えられたレンガ積み植栽帯が特徴の広

場型公園。 

作守児童遊園 大井４丁目１２‐１４ 49㎡ 作守稲荷神社の敷地内にある小さな児童遊園。

大井倉田児童遊園 大井４丁目２２‐３０ 1,055㎡ 西光寺に隣接する児童遊園。 

倉田公園 大井４丁目２９‐２３ 457㎡ 大井第一小学校の近くにある公園。 

神明児童遊園 二葉１丁目４‐２５ 1,106㎡ 道路を挟んで二分している。 

元芝公園 東大井３丁目７‐１８ 657㎡

都営住宅建設に伴い区に提供された遊戯施設

中心の公園。第一京浜西側の急斜面地にあり、

出入口は全て坂や階段になっている。 

東大井三丁目児童遊園 東大井３丁目２９‐６ 155㎡ 立会川駅から第一京浜を渡った先に立地。 

浜川北公園 東大井３丁目２６‐６ 411㎡ 園内南西側が築山状になっている。 

桜橋児童遊園 東大井３丁目２２‐１ 138㎡ 立会川にかかる桜橋のたもとにある公園。 

関ヶ原公園 東大井６丁目１２‐２１ 536㎡ 立会川緑道沿いにある公園。 

南五公園 南品川５丁目２‐５ 592㎡ 第一京浜国道から少し入った所にある公園。

さつき児童遊園 南品川５丁目８‐２８ 103㎡ ゼームス坂から細い区道を入った所にある。 

南品川さくら公園 南品川５丁目１０‐３ 363㎡ 南品川シルバーセンターに隣接した広場型公園。

南品川広場公園 南品川５丁目１０‐２７ 502㎡ 品川エトワール女子高校の裏にある公園。 

二日市公園 南品川６丁目７‐１５ 2,138㎡ 防災行政無線固定系あり。 

浅間台公園 南品川６丁目１８‐１９ 618㎡ 防災行政無線固定系あり。 

西の台公園 西品川１丁目４‐８ 618㎡
急傾斜地にある遊戯型の公園で、高低差

により二段に分かれている。 

 

  



２．現況および課題の把握 

58 

【その他広場】 

発災直後に滞留者の滞留が可能と考えられる駅前広場やデッキ等の広場空

間は、以下のとおりである。 

 

図表 61 その他広場 

広場名 所在地 面積 備考 

西口駅前広場 大井１丁目 約3,500㎡ 分離帯や植栽などを除いた面積を図測。

東口駅前広場およびデッキ 東大井１丁目 約2,500㎡ 分離帯や植栽などを除いた面積を図測。

大井町西地区 

高度利用地区 

広場状空地 

大井１丁目１６‐２ 150㎡

大井町西地区第一種市街地再開発事業

（ラヴィアンタワー）。平成24年竣工。

植栽あり。 

西品川一丁目地区 

広場１号、２号、緑地 
西品川１丁目ほか 約8,000㎡

西品川一丁目地区第一種市街地再開発事

業。平成29年竣工予定。地域に不足して

いた大規模な緑地広場を敷地中央部に整

備。 

大井一丁目南地区 

広場３号、４号 
大井１丁目地内 約1,050㎡

大井一丁目南第一地区第一種市街地再開

発事業。平成31年竣工予定。地域防災活

動の場として整備。 

 

 

  



図表 

 

62 公園、

・東大井

避難誘導

・現在開発

避難場所

 

広場等1 

５丁目と南

導が必要で

発が進行中

所として開

南品川４丁目

である。  

中の西品川一

開放される広

 

59 

目には公園

一丁目地区

広場や緑地の

が1ヶ所も立

と大井一丁

の整備が行

２．現況

立地してい

丁目南地区で

行われている

況および課題

ないため、

では、いずれ

る。 

題の把握 

 

適切な

れも一時



２．現況および課題の把握 

60 

 f. 避難所等 

【避難所】 

家屋の倒壊や焼失等により生活が困難となった場合に一時的に避難生活を

送る場所である。 

品川区地域防災計画では、想定避難所生活者数119,932人に対し、区全体の

避難所の収容人員を120,000人と計画している44。また、一般の避難者との避

難生活を送ることが困難な寝たきりの高齢者や障害者等を保護するための施

設として、二次避難所や福祉避難所が指定されている。 

大井町駅周辺地域では、避難所3ヶ所と二次避難所3ヶ所が指定されている。 

なお、避難所は原則区民の利用を想定しており、滞在者や帰宅困難者の利

用は想定されていない。 

 

図表 63 大井町駅周辺の避難所45、二次避難所46 

避難所名 所在地 構造 収容人員 

立会小学校 東大井４丁目１５‐９ 鉄筋 1,372人 

浅間台小学校 南品川６丁目８‐８ 鉄筋 956人 

山中小学校  大井３丁目７‐１９ 鉄筋 1,329人 

関ヶ原シルバーセンター（二次） 東大井６丁目１１‐１１ 鉄筋 88人 

都立品川特別支援学校（二次） 南品川６丁目１５‐２０ 鉄筋 234人 

南品川シルバーセンター（二次） 南品川５丁目１０‐３ 鉄筋 152人 
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【医療施設】 

災害時における医療救護活動の拠点となる医療機関を災害拠点病院という。

区内の災害拠点病院は、以下のとおりである。 

 

図表 64 災害拠点病院（平成24年4月1日現在）47 

位置づけ 施設名 所在地 病床数 

災害拠点病院 昭和大学病院 旗の台１丁目５‐８ 853床 

災害拠点病院 ＮＴＴ東日本関東病院 東五反田５丁目９‐２２ 665床 

 

その他、大井町駅周辺地域に立地する医療機関で、東京都防災マップに記

載されているものは、以下のとおりである。 

 

図表 65 大井町駅周辺地域のその他医療機関48 

位置づけ 施設名 所在地 病床数 

－ 大井中央病院 大井３丁目２７‐１１ 55床 

－ 東芝病院 東大井６丁目３‐２２ 308床 

 

各地域センター管轄区域内の避難所（区立小中学校）のうち、1ヶ所を医療

救護所として指定している。 

大井町駅周辺地域では、大井第二地区の山中小学校が該当する。 

 

図表 66 医療救護所一覧49 

管轄区域 施設名 所在地 

品川第二地区 城南小学校 南品川２丁目８‐２１ 

大井第一地区 浜川中学校 東大井３丁目１８‐３４ 

大井第二地区 山中小学校 大井３丁目７‐１９ 

荏原第五地区 豊葉の杜学園 二葉１丁目３‐４０ 
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【津波避難施設】 

津波避難施設とは、気象庁から東京湾内湾に「津波警報」「大津波警報」

が発表された場合、その警報が解除されるまでの間、地域住民等が一時もし

くは緊急避難する建物のことである。 

東京都が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」において、品

川区には最大2.61ｍの津波高が想定され、23区最大の高さとなる。津波から

の避難は「高台」が基本とされるが、「避難する時間がない」「高台まで遠

くて避難できない」などに備え、津波避難施設の確保が進められている。  

 

図表 68 大井エリア津波避難施設（区有施設）一覧（平成27年3月現在）50 

施設名 所在地 条件 

品川学園 北品川３丁目９‐３０ － 

城南小学校 南品川２丁目８‐２１ － 

城南第二小学校 東品川３丁目４‐５ － 

鮫浜小学校 東大井２丁目１０‐１４ － 

浜川小学校 南大井４丁目３‐２７ － 

東海中学校 東品川３丁目３０‐１５ － 

浜川中学校 東大井３丁目１８‐３４ － 

品川図書館 北品川２丁目３２‐３ 開館時間内 

東品川文化センター 東品川３丁目３２‐１０ 開館時間内 

南大井文化センター 南大井１丁目１２‐６ 開館時間内 

品川健康センター（7階ホール） 北品川３丁目１１‐２２ 開館時間内 

東品川職員待機寮 東品川３丁目１‐５ － 

北品川職員待機寮 北品川３丁目１１‐１７ － 

東大井職員待機寮 東大井２丁目１６‐１２ － 

南大井一丁目区営住宅 南大井１丁目１３‐７ － 

南大井五丁目区営住宅 南大井５丁目７‐１０ － 

東大井三丁目区営住宅（18号棟、19号棟） 東大井３丁目６‐１８，１９ － 
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品川区と津波避難施設協定を締結している民間施設は、以下のとおりであ

る。 

 

図表 69 大井エリア津波避難施設（民間施設）一覧（平成27年3月）50 

施設名 所在地 一時待機場所 条件 

リバーサイドマンション 東大井２丁目１７‐１４ 3～5階 外廊下 － 

東大井スカイハイツ 東大井２丁目１３‐１０ 3～11階 廊下・開放廊下 － 

ステーションプラザ立会川 東大井２丁目２３‐４ 3～12階 廊下・開放廊下 － 

㈱コナミスポーツ＆ライフ 東品川４丁目１０‐１ 3階 体育館 業務時間内 

来福寺 東大井３丁目１３‐１ 駐車場、1～2階 客殿 － 

六行会総合ビル 北品川２丁目３２‐３ 8階 荏川倶楽部ラウンジ 業務時間内 
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 g. 一時滞在施設 

【東京都指定の一時滞在施設】 

駅周辺の滞留者や路上等の屋外で被災した外出者などの帰宅困難者を一時

的に受け入れるための施設である。 

一時滞在施設の確保および運営については、ガイドラインが示されており、

指定を受けた施設は、新耐震基準を満たす施設であって床面積3.3㎡につき2

人の収容を目安として、発災後3日間程度の運営を続けるなどの役割が定めら

れている。 

大井町駅周辺の一時滞在施設は、東京都立産業技術高等専門学校、城南職

業能力開発センター、大崎高等学校であるが、いずれも駅から半径750ｍ以内

のエリアには入ってない。 

 

図表 71 品川区内の都立一時滞在施設一覧（平成26年12月現在）52 

施設名 住所 

東京都立産業技術高等専門学校 品川キャンパス 東大井１丁目１０‐４０ 

城南職業能力開発センター 東品川３丁目３１‐１６ 

大井ふ頭中央海浜公園（スポーツセンター） 
八潮４丁目１‐１９ 

八潮４丁目２‐１ 

小山台高等学校 小山３丁目３‐３２ 

大崎高等学校 豊町２丁目１‐７ 
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図表 76 大井町駅周辺地域の災害時帰宅支援ステーション一覧56 

No. 施設名称 施設種類 駅からの距離

1 ローソン ＬＡＷＳＯＮ＋ｔｏｋｓ大井町ホーム店 コンビニ 51m

2 坐・和民 大井町東口駅前店 飲食店チェーン等 65m

3 ローソン 大井町駅前店 コンビニ 77m

4 カラオケ漫遊来大井町店 飲食店チェーン等 81m

5 セブン-イレブン 品川東大井５丁目店 コンビニ 126m

6 ローソン 東大井五丁目店 コンビニ 204m

7 カラオケの鉄人大井町店 飲食店チェーン等 207m

8 セブン-イレブン 大井町銀座通り店 コンビニ 211m

9 ファミリーマート 阪急大井町ガーデン店 コンビニ 231m

10 はなの舞 阪急大井町ガーデン店 飲食店チェーン等 231m

11 セブン-イレブン 品川大井１丁目店 コンビニ 236m

12 ファミリーマート アワーズイン阪急ツイン館店 コンビニ 246m

13 モスカフェ 阪急大井町店 飲食店チェーン等 246m

14 サンクス 大井１丁目店 飲食店チェーン等 249m

15 ファミリーマート 東大井店 コンビニ 264m

16 セブン-イレブン 大井町駅前中央通り店 コンビニ 270m

17 吉野家 大井町西口店 飲食店チェーン等 312m

18 ローソン 南品川六丁目店 コンビニ 325m

19 ローソン 東大井六丁目店 コンビニ 327m

20 ファミリーマート 大井一丁目店 コンビニ 333m

21 セブン-イレブン 品川大井４丁目店 コンビニ 340m

22 ローソン 大井仙台坂店 コンビニ 372m

23 ローソン 品川大井一丁目店 コンビニ 408m

24 ローソン 品川区役所前店 コンビニ 424m

25 セブン-イレブン 品川東大井店 コンビニ 434m

26 スリーエフ 大井２丁目店 コンビニ 481m

27 ファミリーマート 大井三ツ又店 コンビニ 525m

28 セブン-イレブン 二葉町店 コンビニ 554m

29 セブン-イレブン 南品川店 コンビニ 693m

30 ローソン 大井三丁目店 コンビニ 716m

31 ローソン 大井店 コンビニ 719m

32 セブン-イレブン 京急ＳＴ青物横丁店 コンビニ 742m

33 和民 青物横丁駅前店 飲食店チェーン等 742m

  



２．現況および課題の把握 

72 

(前表つづき) 

No. 施設名称 施設種類 駅からの距離

34 ファミリーマート 青物横丁駅北店 コンビニ 757m

35 ローソンストア１００ 鮫洲店 コンビニ 759m

36 ローソン 二葉店 コンビニ 772m

37 ミスタードーナツ 青物横丁 飲食店チェーン等 776m

38 ファミリーマート 伊勢彦鮫洲旧東海道店 コンビニ 785m

39 スリーエフ 東大井店 コンビニ 796m

40 モスバーガー 青物横丁駅前店 飲食店チェーン等 799m

41 ファミリーマート 東大井三丁目店 コンビニ 822m

42 ミニストップ 鮫洲店 コンビニ 829m

43 タイムズカラオケパークベスト10 飲食店チェーン等 878m

44 ローソンストア１００ 大井町店 コンビニ 880m

45 ファミリーマート 南品川三丁目店 コンビニ 903m

46 セブン-イレブン 南品川３丁目店 コンビニ 908m

47 ファミリーマート 青物横丁店 コンビニ 909m

48 ファミリーマート 伊勢彦鮫洲店 コンビニ 927m

49 セブン-イレブン 品川東大井２丁目店 コンビニ 935m

50 セブン-イレブン 西品川２丁目店 コンビニ 941m

51 セブン-イレブン 東品川４丁目店 コンビニ 943m

52 ローソン 新馬場南口店 コンビニ 964m

 

  

  



２．現況および課題の把握 

73 

 i. まとめ 

大井町駅周辺地域における防災関連設備・施設等の特性は、以下のとおりで

ある。 

 

【防災行政無線】 

⇒防災関連機関や生活関連機関に防災行政無線を設置している。 

 

【給水拠点】 

⇒給水拠点は4ヶ所、震災対策用井戸は3ヶ所設置されている。 

 

【災害時の交通規制、緊急輸送道路】 

⇒大井町駅周辺地域では、都道420号線（区役所通り）と東側の第一京浜が

緊急輸送道路に指定されている。 

 

【広域避難場所】 

⇒大井町駅周辺地域では、ＪＲアパート・品川区役所一帯が広域避難場所

に指定されている。駅東側は別の広域避難場所が割り当てられているが、

駅に近いＪＲアパート・品川区役所一帯への流入が想定される。 

 

【公園、広場等】 

⇒大井町駅周辺地域では、小規模な公園や広場等は点在するが、広い敷地

の公園は少ない。 

 

【避難所等】 

⇒大井町駅周辺地域では、区域内に3ヶ所の避難所（小学校）が立地する 

が、原則区民の利用を想定しているため、帰宅困難者を受け入れる一時

滞在施設は、別途確保が必要である。 

⇒大井町駅周辺は、津波の被害を受ける可能性は少ないが、津波が発生し

た場合、海側からの避難者の流入が想定される。 
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【一時滞在施設】 

⇒大井町駅周辺地域の一時滞在施設は、東京都立産業技術高等専門学校、城

南職業能力開発センター、大崎高等学校であるが、いずれも駅から750ｍ

のエリアには入っていない。 

⇒大井町駅周辺地域では、協定締結の実績は少ないが、潜在的に受入可能

施設が点在していることから、今後協力施設を拡大していくことが重要

である。 

 

【帰宅支援施設】 

⇒大井町駅周辺地域では、東側の第一京浜が帰宅支援対象道路に指定され

ている。 

⇒災害時帰宅支援ステーションは、駅周辺および第一京浜沿いに多く立地

しており、避難に関する情報等の提供場所として有効と考えられる。 

 

  



② 

集

お

 

図表 

図表 

協議会での

大井町駅周

集客施設、教

おりである。

77 地域特

78 地域特

の地域特性の

周辺帰宅困

教育施設、

。 

特性の確認結

特性の確認結

の確認結果

困難者対策協

防災関係機

結果（平常時

結果（平常時

75 

（平常時）

協議会におい

機関）から出

時）57 

時）のまとめ

いて、構成

出された平

め67 

平

２．現況

員（鉄道事

常時の地域

発平常時 地震

況および課題

事業者、企業

域特性は、以

数時発災直後

題の把握 

業、大型

以下のと

 

時間後



２．現況および課題の把握 

76 

（３） 災害時の課題 

基礎データおよび地域特性の確認結果（平常時）を踏まえた、駅周辺の災害時に

おける課題は、以下のとおりである。大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会において、

時間経過に伴うブロックごとの課題を抽出し、7つに集約した。 

 

図表 79 災害時の課題67 

 

  

【課題１】直接被害の軽減 

【課題２】退避場所・ルートの確保 

【課題３】滞留者の発生防止 

【課題４】共助による滞留者支援 

【課題５】円滑な避難誘導 

【課題６】発生した滞留者の一時滞在 

【課題７】帰宅者支援 

時間経過に伴う
滞留者等の状況

ブロックごとの課題（リスク）
区役所方面 ゼームス坂方面 郵便局方面 阪急方面

・発災直後、学校、事業所や住宅から道路に逃げる人が発生する。

・広域避難場所（JRア
パート・品川区役所
一帯）に指定されて
いるため、他ブロッ
クから人が流入する
ことによる混乱が発
生する。

・多数の避難者が流入
することによって、
混乱が発生し、区災
害対策本部の初動対
応等の活動に支障が
でる。

・大きい道路（ゼームス坂、仙
台坂、区役所通り）へ逃げよ
うとする人で狭あい道路が混
雑し、移動が困難になる。

・狭あい道路からの流入者等で、
大きい道路が混雑する。

・火災が発生した場合、大きな
公園・広場がないため道路が
混雑する。

・南品川６丁目付近では、周辺
で火災等が発生した場合、避
難行動等に支障をきたす。

・津波警報等が発令された場合、
京急方面から標高が高い大井
町駅周辺に逃げてくる。

・津波警報等が発
令された場合、
京急方面から標
高が高い大井町
駅周辺に逃げて
くる。

・他ブロックに比べ、従
業者、来訪者が多いた
め、駅へ向かう人が多
数発生する。

・移動手段を求める人が、
他ブロックから流入し、
バスロータリー付近が
混雑する。

・火災が発生した場合、
大きな公園・広場がな
く、滞留者数も多いた
め、道路が混雑する。

・一時滞在できる場所を求め、
駅または他ブロックへ移動す
る。

・駅周辺の施設に、
一時滞在しよう
とする人で、ペ
デストリアン
デッキ付近が混
雑する。

・駅周辺の施設に、一時
滞在しようとする人で、
バスロータリー付近が
混雑する。
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３． 課題解決に向けた取組 

 

前章で抽出した課題を解決していくにあたっては、本計画の目標である「安全確

保」および「混乱防止」の2つの視点で、それぞれ短期的、長期的な取組方針を整理

する。なお、平成32年（2020年）にはオリンピック・パラリンピックの東京開催が決

定し、品川区内の会場においても競技が予定されているため、国内外からの来訪者の

増加が見込まれる。そのため、長期的な取り組みを推進するにあたっては、駅周辺の

再開発事業等のまちづくりと連携し、平成32年までに実現していくことが望ましい。

ただし、駅周辺における再開発の状況など地域の現状を踏まえながら、段階的に推進

していくことが重要となる。 

「安全確保」の視点では、退避場所と退避ルートの確保が重要である。短期的に

は、現在ある施設やスペース等を活用し、継続的な訓練等により退避ルート上の危険

箇所の発見、改善を行うとともに、平時からの周知活動や災害時の誘導等により安全

な退避行動を促す取り組みを行う。長期的には、災害時の退避場所を確保し、他のブ

ロックから安全に移動ができるよう危険要因の排除や退避ルートの整備を行う。 

「混乱防止」の視点では、滞留者の発生抑制と発生した滞留者の一時滞在施設等

への受け入れが重要となる。短期的には、周辺事業者等に対し、従業員や利用者等を

可能な限り施設内に留め置くよう啓発を行うほか、協力が得られる一時滞在施設を増

やしていくとともに地域での支援体制の構築を図っていく。長期的には、一時滞在施

設として活用できる施設や備蓄倉庫の整備を行う。 
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図表 82 課題と対策関係図 

  

安全確保 

混乱防止 

直接被害の軽減 
【（１）ハード対策】 

④耐震化に関する取組 

【（１）ハード対策】 

③退避ルートに関する取組 

【（２）ソフト対策】 

①一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

②災害時の参集体制整備に関する取組 

【（１）ハード対策】 

⑤情報伝達ツールに関する取組 

【（２）ソフト対策】 

⑥訓練に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

④情報提供に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

③ア滞留者の誘導 

【（２）ソフト対策】 

⑤要配慮者に関する取組 

【（１）ハード対策】 

①一時滞在施設および退避場所に関する取組

【（１）ハード対策】 

②備蓄倉庫に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

③イ帰宅困難者の徒歩帰宅支援 

退避場所・ルートの

確保 

滞留者の発生防止

共助による滞留者

支援 

円滑な避難誘導 

発生した滞留者の

一時滞在 

帰宅者支援 

目 標 課 題 対 策

【（１）ハード対策】 

①一時滞在施設および退避場所に関する取組
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（１） ハード対策 

① 一時滞在施設および退避場所に関する取組 

大井町駅周辺地域では、帰宅困難者が約16,000人発生すると推計されているが、帰

宅困難者を受け入れる一時滞在施設や避難スペースが不足している状況であるため、

拡充を図る必要がある。 

ただし、公共施設だけで帰宅困難者を全て収容することには限界があるため、民間

施設の協力が重要となる。また、大井町駅周辺における再開発に合わせた一時滞在施

設の確保や公園等の活用を検討する。 

 

図表 83 一時滞在施設および退避場所に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 一時滞在施設の確保（民間施設） ○  ○ 

２ 一時滞在施設の確保（公共施設）   ○ 

３ 一時的に退避可能な場所の確保   ○ 

 

② 備蓄倉庫に関する取組 

約16,000人の帰宅困難者支援に必要な水や食料等の物資を備蓄するスペースの確

保が必要である。そのため、備蓄物資の保管場所として公共施設を利用するとともに、

民間施設に協力を求めていく。 

 

図表 84 備蓄倉庫に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 備蓄倉庫の確保（民間施設） ○  ○ 

２ 備蓄倉庫の確保（公共施設）   ○ 
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③ 退避ルートに関する取組 

退避行動シミュレーション（P110参考）結果によると、ＪＲアパート・品川区役所

一帯広域避難場所のある広町２丁目や、しながわ中央公園のある西品川１丁目等、東

から西への退避が多くなることが予想されている。大井町駅周辺は線路によって東西

の土地が分断され、数ヶ所の橋と道路でのみ通行が可能（P39参照）なため、土地勘

のない来訪者に対して退避場所および退避ルートに関する情報、安全な行動を促す案

内板等の設置を検討する必要がある。 

また、広町二丁目地区など再開発においては、一時滞在スペースや退避ルートの確

保についても検討する必要がある。 

 

図表 85 退避ルートに関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 退避場所への案内板等設置   ○ 

２ 再開発と連携した退避ルートの確保   ○ 

 

④ 耐震化に関する取組 

大井町駅周辺の木造家屋が多い地域では、火災や建物倒壊の可能性がある。帰宅困

難者対策を進めるにあたり、安全に避難する経路を確保するため、建物の耐震化を進

めていく必要がある。 

区は、品川区耐震改修計画に基づき、木造住宅除却支援や耐震改修支援等を実施し

ている。今後は都市環境部門と連携を図り、建物の耐震化を進めていく必要がある。 

 

図表 86 耐震化に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ まちづくりと連携した耐震化の推進 ○  ○ 
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⑤ 情報伝達ツールに関する取組 

東日本大震災では、災害状況や交通機関の運行状況等の情報を求める人が駅前に滞

留する状況となったため、災害発生時においては、各種情報を正確かつ迅速に伝達す

る情報伝達ツール（案内板等）の整備に関する取り組みが必要となる。さらに、スマ

ートフォン等の普及により多くの帰宅困難者がインターネットから情報収集を行う

ことが想定されるため、公衆無線ＬＡＮ環境（Ｗｉ－Ｆｉ）を整備し通信手段の充実

を図ることは、非常に有効であると考えられる。 

また、区や協議会が連携して滞留者への支援を行うためには、指示の伝達や収集し

た各種情報の連絡体制が重要となる。連絡を取り合うための情報伝達ツール（無線、

トランシーバー等）を配備する必要がある。 

 

図表 87 情報伝達ツールに関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 災害時の滞留者向け情報伝達ツールの整備  ○ ○ 

２ 
協議会と区が連絡を取り合うための情報伝達ツール

の整備 
 ○ ○ 

３ 公衆無線ＬＡＮ環境（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備   ○ 
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（２） ソフト対策 

① 一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組 

駅周辺の混乱を防ぐためには、滞留者および帰宅困難者の発生を抑えるための取り

組みが重要である。東京都が行った「東日本大震災時の帰宅困難者対策の実態調査」

によると、会社や学校から帰宅した理由として最も多かったのは、「会社（学校）の

管理者から帰宅するように指示があったため」（約35％）であった。事業所等では、

一斉帰宅の抑制に関して従業員や生徒等に、周知・徹底を図る必要がある。 

東京都帰宅困難者対策条例で事業者は、従業員の施設内待機に必要な3日分の備蓄

の確保に努めることとしている。また共助の観点から、来社中の顧客や施設利用者な

どのために、10％程度の量を余分に備蓄することを推奨している。 

 

図表 88 一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 一斉帰宅抑制に関する周知  ○ ○ 

２ 事業所等における施設内待機ルールの徹底 ○   

３ 従業員や帰宅困難者向けの備蓄確保 ○ ○  

 

② 災害時の参集体制整備に関する取組 

大井町駅周辺の事業者や協議会構成員が連携して防災活動を行うためには、連絡体

制の確立が重要であり、防災関係機関が早期に対応できない場合も想定し、協議会構

成員が自ら参集するなどの体制づくりが必要となる。 

また、活動拠点は、情報収集や対策等を行いやすい駅付近で検討する。 

 

図表 89 災害時の参集体制整備に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 災害時における協議会参集体制の構築  ○ ○ 

２ 協議会構成員間の連絡体制の構築  ○ ○ 

３ 災害時における活動場所の検討  ○ ○ 
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③ 誘導に関する取組 

ア 滞留者の誘導 

交通機関の運行停止等により、大井町駅周辺に多くの滞留者が発生した際、徒歩

で帰宅出来ない人を一時滞在施設等へ適切に誘導することができれば、駅における

混乱を緩和することが可能となる。 

滞留者を誘導するなどの支援活動を実施するにあたっては、あらかじめ地域支援

ルールを作成する必要があり、滞留者支援マップ等のツールを作成しておくことも

重要である。 

 

図表 90 滞留者の誘導に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における地域支援ルールの作成 

（役割分担、誘導方法など） 
 ○ ○ 

２ 滞留者支援マップ等の作成  ○ ○ 

 

イ 帰宅困難者の徒歩帰宅支援 

災害時に交通機関の運行が停止し、徒歩で帰宅せざるを得ない人に対して、道

路等の被害情報や交通機関の運行状況、トイレや災害時帰宅支援ステーションの

場所などの情報提供や誘導等の支援を検討する。 

 

図表 91 帰宅困難者の徒歩帰宅支援に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における地域支援ルールの作成 

（帰宅者への支援ルールなど） 
 ○ ○ 

２ 
徒歩帰宅支援マップ等の作成 

（トイレや休憩場所など） 
 ○ ○ 
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④ 情報提供に関する取組 

災害時は、情報の入手が困難になることが予想されるため、滞留者および帰宅困難

者への情報提供が重要となる。そのため、協議会と防災関係機関が連携し、円滑な情

報収集および整理を行い、地域の被害情報や一時滞在施設の開設状況などの情報を提

供できる体制を確立する。 

 

図表 92 情報提供に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における地域支援ルールの作成 

（情報収集、情報提供など） 
 ○ ○ 

２ 情報収集および整理に必要な帳票類の作成  ○ ○ 
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⑤ 要配慮者に関する取組 

障害者や高齢者、妊婦など、自ら避難行動をとることが困難な要配慮者への対応に

ついても地域支援ルールに盛り込むことが必要となる。 

また、近年では外国人旅行客が増加傾向にあるため、案内表示や支援マップ等は外

国語を記載するなどの配慮も必要である。 

 

図表 93 要配慮者に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における地域支援ルールの作成 

（要配慮者への対応など） 
 ○ ○ 

２ 支援マップ等における外国語対応の検討  ○ ○ 

 

⑥ 訓練に関する取組 

災害時に情報収集および整理、正確な情報提供や円滑な誘導などが行えるよう訓練

を実施する必要がある。 

また、訓練で得られた成果の確認と効果の検証を行い、地域支援ルールや本計画を

改善、更新していくことが重要である。 

 

図表 94 訓練に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 運営体制強化訓練の実施  ○ ○ 

２ 訓練での実効性確認  ○ ○ 

３ 訓練による人材育成  ○ ○ 
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４． 参考資料 

（１） 関連する計画・条例 

帰宅困難者に対する防災対策は、主として東京都地域防災計画（平成26年修正）に定

めがあるほか、東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）、品川区防災対策

基本条例（平成26年4月1日）に基づくものがある。 

① 東京都地域防災計画 

ア 帰宅困難者対策の施策体系 

 a. 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会 

都は、国と共に東日本大震災の教訓を踏まえ、首都圏自治体、鉄道、通信事業

者、民間団体等からなる協議会を、平成23年9月に設置し、平成24年9月に最終報

告およびガイドラインを取りまとめた。 

 

取りまとめられたガイドライン（平成24年9月10日）   

・「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」   

・「大規模な事業者や駅等における利用者保護ガイドライン」   

・「一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン」   

・「帰宅困難者等への情報提供ガイドライン」   

・「駅前滞留者対策ガイドライン」 

 

 b. 東京都帰宅困難者対策実施計画の策定 

都は、平成24年11月に、帰宅困難者対策の事業方針や行政の支援策等を取りま

とめた「東京都帰宅困難者対策実施計画」を策定した。 

 

 c. 東京都帰宅困難者対策条例の施行 

都は、都民、事業者、行政等のそれぞれの役割に応じた帰宅困難者対策への取

り組みを明文化した東京都帰宅困難者対策条例を平成25年4月に施行した。 

 

 d. 一時滞在施設の確保 

都は、都立施設200ヶ所を一時滞在施設（約7万人分）として指定し、備蓄品の

配備を行うとともに、都と一時滞在施設間の情報連絡体制の整備等を行った。 

 

 e. 帰宅支援ステーションの整備 

混乱収拾後の帰宅支援のため、災害時帰宅支援ステーションを10,752ヶ所確保

した。（平成27年12月21日現在） 
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② 東京都震災対策条例 

ア 事業所防災計画の作成について 

東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）第10条において「事業者は、

その事業活動に関して震災を防止するため、都および区市町村が作成する地域防災

計画を基準として、事業所単位の防災計画（以下「事業所防災計画」という。）を

作成しなければならない。」と規定している。 

先述の東京都帰宅困難者対策条例の施行（平成25年4月）に合わせて、「東京都

震災対条例に基づく事業所防災計画に関する告示」（平成13年東京消防庁告示第2

号）の一部改正が行われた。 

 

■事業所防災計画とは 

事業所防災計画は、東京都震災対策条例第10条に基づき、地震の被害を軽減する

ため事業所単位で作成する防災計画で、都内の事業者は、「①震災に備えての事前

計画②震災時の活動計画③施設再開までの復旧計画」について定めることとされて

いる。 

「東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画に関する告示」の一部改正にあた

り追加された項目は、以下のとおりである。 

 

１「震災に備えての事前計画」の項目 

①家族等との安否確認のための連絡手段の確保に関すること。 

②従業員、児童、生徒等及び他の在館者（従業員等）の一斉帰宅の抑制に関すること。 

２「震災時の活動計画」の項目 

①家族等との安否確認の実施に関すること。 

②従業員等の施設内における待機及び安全な帰宅のための活動に関すること。 

 

改正にあたり、東京消防庁は事業所防災計画の見直しの呼びかけや指導を行うこ

ととしている。 

 

  



イ 

東

ート

下の

前

 

都内の防火

東京消防庁

ト（回答：

のとおりで

このアンケ

前計画作成の

火管理対象物

庁予防部防火

1,602対象物

ある59。 

ケートは、帰

の際に参考

 

物58における

火管理課が都

物、回答率

帰宅困難者

となる自由

89 

る事業所防

都内の防火

率88.8％）で

者対策におけ

由記載の回答

災計画の作

火管理対象物

での、帰宅

ける課題や効

答項目があ

作成状況 

物について

困難者に関

効果的対応

る。 

４．参考

て実施したア

関する回答は

 

応等について

考資料 

アンケ

は、以

て、事



４．参考資

③ 品川

品川

務、区

川区災

 

ア 

条

つ対

図表 95 事

イ 

品

間団

 

資料 

川区防災対策

川区は、平成

区民、事業所

災害対策基本

事業者に求

条例の概要

対策や帰宅

 

事業者に求

 

協定締結 

品川区では

団体等と連

策基本条例 

成26年4月1

所の努めと

本条例」を

求める取組 

版リーフレ

困難者等へ

める主な取

、災害時に

携し協力が

 

1日に災害予

役割を明確

を制定してい

レットでは、

への支援協力

取組60 

における応急

が得られるよ

90 

予防、災害時

確にするため

いる。 

、事業者へ

力を紹介し

急対応および

よう、災害

時の応急対

め、地域防

への周知活動

ている。

び復旧対策

害時協力協定

対策、復旧時

防災計画の内

動の一つと

策を行うにあ

定の締結に取

時にかかる区

内容に基づ

して、重要

 

あたり、企業

取り組んで

区の責

く「品

要な3の

業や民

でいる。 



４．参考資料 

91 

（２） 大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会アンケート 

大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会の構成員に対し、各事業所における帰宅困難者

対策に関するアンケート調査を実施した。  

 

① アンケート実施概要 

アンケート実施概要は、以下のとおりである。 

 

・配布日時 

平成27年4月28日「大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会設立総会」にて配布 

・配布先 

大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会構成員 25団体 

・回答社数 

19団体／25団体 

  



４．参考資

② アン

従業

帰宅困

また

である

 

図表 96 

１ 災害時

認方法

 

  

①策定してお

②策定してい

十分である

③策定中もし

④策定してい

 

 

２ BCP（

 

  

①策定してい

②策定する予

③策定してい

④無回答 

 

 

 

資料 

ンケート集計

業員に対して

困難者への情

た、事業所の

ることから、

アンケート

時の行動方針

法、連絡体制

おり、従業員に

いるが、従業員

る 

しくは、策定す

いない 

事業継続計

いる 

予定 

いない 

計結果 

て、策定して

情報提供方

の規模や業種

、それぞれ

集計結果 

針・計画（

制など）を

計

に周知している

員への周知は不

する予定である

計画）を策定

計

 

ている災害

法が決まっ

種等に応じ

の特性を踏

（従業員や施

を策定し、従

回答数

ｎ＝19

割

（

19 1

14

4

0

1

定していま

回答数

ｎ＝19

割

（

19 1

11

1

6

1

92 

時の行動方

っていないな

て、避難者お

踏まえた対応

施設利用者の

従業員に周知

割合

％）

00.0

73.7

21.1

0.0

5.3

ますか。 

割合

％）

00.0

57.9

5.3

31.6

5.3

方針や計画の

などの結果

および帰宅

応策の検討

の安全確保

知していま

の周知が不十

が得られた

宅困難者の人

が必要と考

保・避難誘導

ますか。 

十分であっ

た。 

人数や属性は

考えられる。

導、施設の安

ったり、

は様々

 

安全確



３ 従業員

 

  

回答社数 

ｎ＝19 

割合％ 

食料 

飲料水 

毛布 

簡易トイレ 

 

４ 通信設

ついてお

 

「通信設備

MCA無線 1台

MCA無線、基

MCA無線機（

衛星電話 1台

衛星電話 1台

衛星電話を各

 

 

  

①通信設備、

している 

②通信設備の

③非常用発電

④保有を検討

⑤上記のいず

員用の備蓄

   

３
日
分 

２
日
分 

15 

79.0 5.

15 

79.0 5.

9 

47.4 0.

10 

52.6 5.

設備（衛星

お伺いしま

備」を保有

台、トランシー

基地局 2台、移

（(株)城山製）本

台 

台、トランシー

各拠点に（NTT

非常用発電機

のみ保有してい

電機のみ保有し

討している 

ずれも保有して

について、

    

１
日
分 

備
蓄
な
し 

1 1 

3 5.3 5

1 1 

3 5.3 5

0 6 

0 31.6 5

1 4 

3 21.1 10

電話、MCA無

す。 

している場

バー 20台 

動局 124台 

本社ビル 2台 

ーバー 40台 

ドコモ） 1台 

 

計 

機の両方を保有

いる 

している 

ていない 

該当する備

  

備
蓄
な
し

今
後
備
蓄
す
る
予
定 

1 0

.3 0.0

1 0

.3 0.0

1 0

.3 0.0 1

2 0

0.5 0.0 1

無線、トラ

場合、その種

回答数

ｎ＝19

割

（

19 10

17 8

0

0

1

1

93 

備蓄量に○

 

無
回
答 

1

5.3

1

5.3

3

15.8

2

10.5

ンシーバー

 

種類と台数

ケンウッド

品川区災害

台 

小電力型小

トランシー

トランシー

 

割合

％）

00.0

89.5

0

0

5.3

5.3

を付けてく

ーなど）、非

を教えてく

社製トランシー

時情報通信 デ

型無線機 4台

バー 4台 

バー 9台 

ださい。 

非常用発電

ださい。 

ーバー 3台 

デジタル移動通

４．参考

電機の保有状

通信（貸与） 1

考資料 

状況に



４．参考資

５ 建物の

 

（複数回答

  

①1981年（昭

②1981年（昭

③わからない

 

 

６ 現在の

 

 

 

  

計 

①50人未満 

②50～100人

③100～150人

④150～200人

⑤200～500人

⑥500～1000

⑦1000人以上

資料 

の建築年代

答あり） 

昭和５６年）以

昭和５６年）以

い 

の従業員数

回答

ｎ＝

人未満 

人未満 

人未満 

人未満 

0人未満 

上 

は、次のう

回

ｎ

計 

以前に建築 

以降に建築 

を教えてく

 

答数 

＝19 

割合 

（％） 

19 100 

5 26.3 

2 10.5 

0 0 

1 5.3 

4 21.1 

3 15.8 

4 21.1 

うちどれにあ

回答数 

ｎ＝19 

割合

（％）

19 100.0

4 21.1

17 89.5

0 0

ださい。

 

94 

あたります

0

1

5

0

か。 



７ 災害

※建物の安

 

 

⇒避難人数

避難人数

 

８ 災害時

※帰宅困難

 

 

 

  

計 

①0人 

②1～50人未

③50～100人

④100～150人

⑤150～200人

⑥200～500人

⑦500～1000

⑧1000人以上

⑨無回答 

  

計 

①0人 

②1～50人未

③50～100人

④100～150人

⑤150～200人

⑥200～500人

⑦500～1000

⑧1000人以上

⑨無回答 

（地震）が発

安全確認の

数は1～50人

数が1,000人

時、帰宅困

難者とは、帰

回答

ｎ＝

満 

未満 

人未満 

人未満 

人未満 

0人未満 

上 

回答

ｎ＝

満 

未満 

人未満 

人未満 

人未満 

0人未満 

上 

発生した際

ため、全員

人未満の事業

人以上（学生

難者※とな

帰宅断念者

 

答数 

＝19 

割合 

（％） 

19 100 

1 5.3 

5 26.3 

1 5.3 

2 10.5 

1 5.3 

4 21.1 

1 5.3 

3 15.8 

1 5.3 

答数 

＝19 

割合 

（％） 

19 100 

2 10.5 

6 31.6 

3 15.8 

2 10.5 

0 0 

2 10.5 

0 0 

1 5.3 

3 15.8 

際、一時的に

員外に退避す

 

業者が最も

生、客を含

る従業員数

者と遠距離徒

 

95 

に外に退避

するものと

多かったが

む）との回

数を教えてく

徒歩帰宅者

する従業員

してお答え

が、学校や大

回答があった

ください。

のことをい

員数を教えて

えください。

大規模商業

た。 

  

いいます。 

４．参考

てください

 

施設におい

考資料 

。 

いて、



４．参考資

９ 災害時

すか。

 

  

①通勤経路、

②通勤経路は

③意向は把握

④把握してい

 

10 災害時

 

  

①実施してい

②実施する予

③実施してい

 

 

11 共助の

※実際に受

 

  

①ある 

②ない 

 

 

 

 

 

資料 

時における従

  

意向の両方を

は把握している

握している 

いない 

時一斉帰宅

いる 

予定 

いない 

の観点から

受け入れる

従業員の通

計 

を把握している 

る 

抑制に関す

計 

、外部の帰

かどうかは

計 

 

通勤経路や意

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

8 4

6 3

2

3

する防災教育

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

13 6

1

5 2

帰宅困難者を

は問いません

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

10 5

9 4

96 

意向（家族構

割合

％）

00.0

42.1

31.6

10.5

15.8

育を、従業

割合

％）

00.0

68.4

5.3

26.3

を受け入れ

ん。 

割合

％）

00.0

52.6

47.4

構成、家庭

員に対して

る一時滞在

庭事情など）

て実施してい

在スペースは

を把握して

いますか。

はあります

ていま

 

か。 



問11で「①

12 災害時

 

  

①決めている

②決める予定

③決めていな

 

「①ある」

ラジオ 

区の要請によ

区の一時避難

改札前に設置

JR、東急との

 

 

13 地域を

制を築

 

  

①築いている

②築いていく

③築いていな

④無回答 

 

 

 

①ある」と

時に受け入れ

る 

定 

ない 

と回答し

よる 

難施設になって

置してあるお知

の専用通話機（

を構成する

築いていま

る 

くことを検討し

ない 

回答した場

れる滞在者

計 

た場合の具

ております 

知らせモニター

（テレスピ）で

一員として

すか。 

計 

している 

 

場合のみ、次

者等への情報

回答数

ｎ＝10

割

（

10 10

6

1

3

具体的な方法

緊急時はNHK

情報を得て、お

て、地元町会

回答数

ｎ＝19

割

（

19 10

5

7 3

6 3

1

97 

次の問12に

報提供の方

割合

％）

00.0

60

10

30

法・手段に

K放送が流れる

お客様、被災者

会・自治会や

割合

％）

00.0

26.3

36.8

31.6

5.3

ご回答くだ

法・手段を

ついて 

者に通知する

や他事業所

ださい 

を決めていま

等との災害

４．参考

ますか。 

害時の相互応

考資料 

応援体



４．参考資

14 品川区

ものに

（複数回答

  

①防災行政無

②緊急速報エ

③品川区ツイ

④品川区ホー

⑤ケーブルテ

⑥その他 

無回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①防災行政無

②緊急速報エ

③品川区ツイ

④品川区ホー

⑤ケーブルテ

資料 

区では、大規

に○を付け

答） 

無線 

エリアメール・緊

イッター 

ームページ 

テレビ品川区民

無線 

エリアメール・

イッター 

ームページ 

テレビ品川区民

規模な災害

てください

緊急速報メール

民チャンネル 

 

緊急速報メール

民チャンネル 

害が発生した

い。 

回答数

ｎ＝19

13

ル 10

5

13

2

0

1

ル 

98 

た場合、以下

「知っている

19社中（％

下の手段で

」割合

％） 

68.4

52.6

26.3

68.4

10.5

0

5.3

で情報提供しします。ご存存じの



（３） 滞留

① 滞留

「首

の定義

首都

も速や

めにも

は奨励

職場や

と考え

 

図表 97 滞

 

留者等の推

留者の定義 

首都直下地震

義および内訳

都直下地震が

やかに帰宅で

も、職場や学

励されていな

や学校などの

えられる。 

滞留者の内

推計に関す

震等による

訳について

が起きた際

できるとは

学校等に留

ない。そのた

の所属場所

訳61 

 

る検討資料

東京の被害

は、以下の

には甚大な

限らない。

まることが

ため、駅周辺

所がないため

a. 

b. 

99 

料 

害想定」（平

のとおりであ

な被害が予想

また、発災

が求められて

辺の帰宅困難

めに、発災時

c.

平成24年4月

ある。 

想されるた

災後の混乱

ており、た

難者対策と

時に屋外で

d.

月18日公表）

め、自宅が

を避け、身

だちに帰宅

して特に必

滞留する人

e.

４．参考

では、滞留

が近距離であ

身の安全を守

宅行動をとる

必要となるの

人への対応で

 

. 

考資料 

留者等

あって

守るた

ること

のは、

である



４．参考資料 

100 

a.東京都内の滞留者総数 

・ある時間帯に震災が起きたときに都内にいる滞留者の総数。 

 

滞留者総数＝東京都市圏内からの流入者数（屋内滞留者数＋屋外滞留者数 

＋待機人口＋滞留場所不明人口）＋東京都市圏外からの流入者数 

 

b.屋内滞留者 

・自宅以外の所属場所（職場、学校など）で被災し、そのまま屋内に留まることがで

きる人である。 

 

c.屋外滞留者 

・東京都市圏内に居住地があっても所属場所（職場、学校など）以外の場所で被災し

て、身近に留まる場所を持たない人が屋外滞留者となる。この屋外滞留者と、東京

都市圏外からの流入者が、屋外で滞留する人となる。 

 

d.待機人口 

・自宅および自宅周辺で被災し、屋内に留まることができる（または容易な）人であ

る。 

 

e.滞留場所不明人口 

・発災の時間帯に何らかの目的をもって移動中であり、発災時の滞在場所が不明な人

である。 

 

 

  



② 滞留

ア 

 a

る

 

■

数

 

東

＝

＝

＝

 

図表 98 滞

こ

万

 

 

 

留者等の推計

既存調査に

a. 「首都直

東京都内の

る。 

■滞留者数の
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■帰宅困難者数の算出 

平成20年のＰＴ調査（平日14時台）より算出した、東京都内の帰宅困難者数は

以下のとおりである。 

 

帰宅困難者総数 

＝東京都市圏外からの流入者数＋東京都市圏内の徒歩帰宅困難者数 

＝451,820人＋4,714,306人 

＝5,166,126人（約517万人） 

 

○東京都市圏外からの流入者数 

 

東京都市圏外からの流入者数 

＝海外からの流入者数＋国内東京都市圏外からの流入者数 

 

・海外からの流入者数 

出入国管理統計（法務省、平成22年度）および国際航空旅客動態調査（国土交

通省航空局、平成21年度）に基づき、成田空港からの外国人入国者のうち、東京

都を訪問する割合を乗じて、東京都への訪問者数を算出した。また、出入国管理

統計により羽田空港を利用した外国人入国者数を把握し、これは全員が東京都を

訪問すると想定した。両者を合計して東京都への年間外国人入国者数を算出し、

ここから1日あたりの人数を算出した。 

 

・国内東京都市圏外からの流入者数 

旅客地域流動調査（国土交通省総合政策局、平成21年度）に基づき、東京都市

圏外の道府県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県以外の道府県）から

東京都への年間旅客輸送人員数（全機関）を把握し、1日あたりの人数を算出した。 
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 b. 「品川区地域防災計画」における推計値 

品川区内の「滞留者数」「帰宅困難者数」について、以下のとおり算出してい

る。 

 

滞留者数＝屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋待機人口＋滞留場所不明人口 

＝332,885人＋28,458人＋100,604人＋18,554人 

＝480,501人 

 

帰宅困難者数＝流入者数（屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋滞留場所不明人口） 

×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝480,501人×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝179,084人 

 

図表 101 滞留者数の目的別内訳64 

屋内滞留者数 屋外滞留者数 待機人口 
滞留場所

不明人口
総 計

学校 業務 計 私用 不明 計 自宅
移動 

無し 

移動 

開始前
計 

37,708 295,177 332,885 26,671 1,787 28,458 41,382 37,656 21,566 100,604 18,554 480,501

 

  



４．参考資料 

105 

イ 本計画における滞留者、帰宅困難者推計の考え方 

 a. 東京都市圏外からの流入者 

東京都市圏外からの流入者については、「首都直下地震等による東京の被害想

定」では、東京都全体の人数しか提示されていないため、本計画に合わせて、以

下のとおり算出する。 

【東京都市圏外からの流入者について】（P23参照）において、「地域経済分

析システム（ＲＥＳＡＳ）」を用いて、東京都市圏外からの流入者数を27,279

人（品川区全体、平日ピーク時（12時台））、大井町駅周辺地域の流入者数を3,275

人と推計した。この数字を各町丁目の昼間人口比率で按分したものを町丁目別の

滞留者数とする。 

これらの流入者は、徒歩帰宅が困難な東京都市圏外からの来訪者であることか

ら、滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

 b. 東京都市圏内からの流入者 

東京都市圏内からの流入者については、「首都直下地震等による東京の被害想

定」における人数を元に整理を行う。 

 

図表 102 滞留者数の目的別内訳（再掲）と考え方 

屋内滞留者数 屋外滞留者数 待機人口 
滞留場所

不明人口
総 計

学校 業務 計 私用 不明 計 自宅
移動 

無し 

移動 

開始前
計 

37,708 295,177 332,885 26,671 1,787 28,458 41,382 37,656 21,566 100,604 18,554 480,501

 

 

 

 

 

・屋内滞留者数 

【学校】 

屋内滞留者のうち、学校に滞在する者については、原則校内または校庭等に待

機するものとし、滞留者および帰宅困難者の対象としない。 

【業務】 

職場（業務中）に滞在する者については、職場が新耐震建築物（耐震補強等含

む）の場合は原則建物内または敷地内に待機するものとし、旧耐震建築物の場合

は建物の安全が確認できるまで一旦屋外へ避難するものとする。事務所建物の新

耐震建築物と旧耐震建築物の比率については、参照できる指標が無いため、建物

構造（P27参照）に掲載した【建物構造分布】【耐震化の状況】を参考に、新耐

震建築物（耐震補強等含む）：旧耐震建築物＝８：２と仮定し、滞留者のうち20％

を一時避難者とする。この一時避難者は、滞留者の対象とし、帰宅困難者の対象

とはしない。  

うち２割が一時屋外へ避

難、滞留者の対象とする。 

従業員数比率で町丁目分解 

昼間人口比率で町丁目分解

全員が滞留者および帰宅困

難者とする。 

昼間人口比率で町丁

目分解、全員が滞留

者および帰宅困難者

とする。 

夜間人口比率で町丁目

分解後、地域危険度に

応じて避難割合を乗

じ、滞留者数とする。 

原則 

校内待機 

（P14参照）
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・屋外滞留者数 

屋外滞留者については、買い物客など、駅周辺に滞在場所が無い者であること

から、全員を滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

・待機人口 

待機人口については、発災時自宅に滞在している者であることから、自宅建物

が倒壊または倒壊の危険がある場合に、屋外へ避難することが考えられる。避難

者数については、各町丁目の夜間人口比率を用いて待機人口の人数を各町丁目別

待機人口に按分し、【総合危険度】（P33参照）により設定した避難割合（危険

度1＝20％／危険度が1上がるごとに20％増加／危険度5＝100％）を乗じて算定し

た。 

これらの一時避難者は、滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

・滞留場所不明人口 

滞留場所不明人口については、移動中や滞留場所が不明なため、全員を滞留者

および帰宅困難者の対象とする。 

 

 c. 鉄道利用者 

大井町駅は鉄道3線が乗り入れるターミナル駅であることから、発災時に居合

わせた鉄道利用者数についても推計を行う。 

鉄道利用者は駅利用者（乗換え客、初乗り客、最終降車客）と乗車中客に分け

られる。初乗り客と最終降車客については、大井町駅周辺に学校や職場等がある

ものとして、帰宅困難者から除外する。 

以上より、鉄道利用者全員を滞留者の対象とし、うち、乗換え客と乗車中客を

帰宅困難者の対象とする。 
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（ⅰ）駅利用者数（Ａ＋Ｃ） 

駅利用者数（人/5分） 

＝全利用者数（a-a×b/2）（人･日）×cピーク率（時/日）×d駅滞留時間（5分/時） 

a.「駅別発着・駅間通過人員表 」（鉄道定期券・鉄道普通券合計、各路線別）

の1日あたり乗車・降車人員数（下り・上り）（＝全改札通過数） 

b.乗換改札割合 

c.平日18時台のピーク率 9.5％66 

d.駅滞留時間 5分 

 

（ⅱ）乗車中客数（Ｂ） 

列車１便当たりの乗車人員（人/本） 

＝a通過人員数（人･日）×bピーク率（時/日）÷c列車本数（本/時） 

a.「駅別発着・駅間通過人員表 」（鉄道定期券・鉄道普通券合計、各路

線別）の1日あたり通過人員数（下り・上り） 

b.平日18時台のピーク率 9.5％66 

c.平日18時台の列車本数（下り・上り） 

 

（ⅲ）大井町駅が初乗り駅・最終降車駅となる人数（Ａ） 

初乗り・最終降車人員（人/5分） 

＝（ⅰ）駅利用者数（人/5分）×a初乗り・最終降車割合 

a.初乗り・最終降車割合67 
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（４） 退避者の行動シミュレーション 

① 退避行動シミュレーションの考え方 

ア 前提条件 

【滞留者／一次退避（発災後～数時間）】 

・滞留者については、発災後、一旦安全な屋外へ避難し、誰でも利用することのできる公

園や広場へ退避することとした。退避先が不足する場合、駅前広場等の公共空間、学校

のグラウンドや民地内の空地を退避先として設定する。 

・受入可能人数の算定にあたっては、遊具や植栽により人が立ち入ることのできない面積

を除く必要があるため、屋外退避場所の70％を有効面積と設定し、１人あたり1.0㎡68で

算出した。 

 

【帰宅困難者／二次退避（数時間～72時間）】 

・滞留者として一次退避を行った後、引き続き帰宅困難者となる者については、近くに退避

が可能な屋内退避施設がある場合は、そちらへ二次退避を行い、屋内退避施設が無い場合

は、そのまま屋外退避場所に留まり屋外にて退避を継続することとした。 

・受入可能人数の算定にあたっては、１人あたり 1.65 ㎡69で算出した。 
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脚注 
 
1 当図を作成するにあたっては、東京都都市整備局及び株式会社ミッドマップ東京の承認

を得て、東京都縮尺1：2500地形図（平成23年度版）を背景図として使用しています。（利

用許可番号：ＭＭＴ利許第23019号-67、27都市基交測第19号）また、データの複製を禁

じます。 
2 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P13 
3 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P14 
4 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P16 
5 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-109図表 停電率区市

町村別一覧（冬・18時 風速8 m/sのケース）より抜粋 
6 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-124図表より 
7 東京ガス供給区域内の約46,000kmの低圧ガス導管は、140のブロックに分割されており、

被害が大きい地域だけを分離してガスの供給を停止することが出来る。 
8 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-126図表 低圧ガス供

給支障率 区市町村別一覧（ブロック内全域でＳＩ値が60kine超のケース）より抜粋 
9 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-128図表 上水道 区

市町村別断水率一覧より抜粋 
10 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-129図表 下水道 区

市町村別管きょ被害率一覧より抜粋 
11 統計局ホームページ／平成24年国勢調査推計値 
12 品川区ホームページ／住民基本台帳（平成26年10月1日時点） 
13 統計局ホームページ／平成24年経済センサス活動調査 
14 平成27年4月21日より供用が開始された、ビックデータを活用した地域経済の視覚化シ

ステム。 
15 パーソントリップ調査（ＰＴ調査）における東京都市圏の範囲は東京都・神奈川県・埼

玉県・千葉県・茨城県南部 
16 地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）ホームページ：観光マップ

（https://resas.go.jp/tourism-stay/#/graph/13/13109/2014/2/1/5.33390073655343

7/41.42090017812787/142.29371418128918） 
17 東京都／東京都都市計画地理情報システムＧＩＳデータ、平成23年度土地利用現況より

作成 
18 市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、公園等の空地の状況から

算出し、不燃領域率が70％を超えると市街地の消失率はほぼ０となる。 
19 品川区まちづくりマスタープラン（平成25年2月）P48図（東京都「東京都の土地利用」

（平成3年）、（平成18年）より作成） 
20 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編安全な

まちづくりの実現 P75 
21 東京都ホームページ・地震に関する地域危険度測定調査（第7回）(平成25年9月公表)／

地域危険度一覧（品川区）より抜粋 
22 品川区防災地図（平成26年4月） 
23 品川区まちづくりマスタープラン（平成25年2月）P52（「東京の土地利用（平成18年（2006

年））」より作成）を元に作成 
24 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第４編 安全な
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交通ネットワークおよびライフライン等の確保 P111 
25 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料2区管理の

橋りょう（平成19年4月現在）より 
26 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料3東京国道

事務所品川出張所管理橋りょう（平成19年4月1日現在）より 
27 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料4東京都第

二建設事務所管理橋りょう（平成24年4月1日現在）より 
28 線路横断部分南側に人道橋が付属 
29 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編 安全な

まちづくりの実現 P71 
30 東京都建設局ホームページ／土砂災害危険箇所マップ 
31 品川区地域防災計画（平成25年2月）第１部 第２編 区の概況 P10 

（ただしＪＲ線については乗客数をベースとした推定値を使用） 
32 「駅探」ホームページを参考に作成 
33 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第８編 情報通

信の確保 P168 
34 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第５編 物流・

備蓄・輸送対策の推進 P290 
35 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第５編 物流・

備蓄・輸送対策の推進 P291 
36 警視庁ホームページ／大震災時の交通規制（大震災（震度6弱以上の地震が発生した場

合））より 
37 東京都／耐震ポータルサイト緊急輸送道路図より 
38 品川区ホームページ／広域避難場所より 
39 「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定」（東京都 都市整備局、平成25

年5月）P41 
40 「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定」（東京都 都市整備局、平成25

年5月）P43 
41 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編 安全な

まちづくりの実現P64 
42 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編 安全な

まちづくりの実現P67 
43 品川区ホームページ「統合型地図情報提供サービス」公園案内図より 
44 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第１０編 避

難者対策P374 
45 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 P122 資料52 

避難所配置計画 
46 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 P146 資料54 

二次避難所一覧 
47 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第６編 医療救

護等対策P302 
48 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより 
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49 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第６編 医療救

護等対策P151 
50 品川区ホームページ／津波避難施設について 
51 品川区ホームページ／津波避難施設について、品川区まちづくりマスタープラン（平成

25年2月）／地区別整備方針参照 
52 東京都防災ホームページ／都立一時滞在施設一覧 
53 東京都帰宅困難者対策実施計画（平成24年11月）P26 
54 東京都ホームページ／東京都防災マップより 
55 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより。駅からの距離1,000ｍ未満の施設

をプロット。 
56 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより 
57 平成27年度大井町駅周辺帰宅困難者対策協議会 第２回協議会 配付資料 資料１ 
58 防災管理対象物は、消防法施行令（昭和36年政令第36年。以下「政令」という。）第4

条の2の4に定める防火対象物である。具体的には、政令別表第一 1項から4項まで、5項

イ、6項から12項まで、13項イ、15項から16の2項までおよび17項に掲げる防火対象物で、

次のいずれかに該当するものである。①11階以上で延面積が10,000㎡以上、②5階以上

10階以下で延面積が20,000㎡以上、③4階以下で延面積が50,000㎡以上、④1,000㎡以上

の地下街 
59 東京消防庁予防技術検討委員会（事業所における帰宅困難者対策検討部会）／事業所に

おける帰宅困難者対策に係る報告書（抜粋版）（平成24年2月）参照 
60 品川区災害対策基本条例ホームページ／【条例概要版リーフレット】４．責務と努め（左

頁） 
61 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第３部 被害想定手法 

P3-74 
62 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第１部 被害想定結果

P1-158 
63 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第３部 被害想定手法

P3-75 
64 中野区地域防災計画の第３９次修正について／市区町村別都内滞留者数の目的別内訳

（首都直下型地震等による東京の被害想定報告書）より抜粋、編集 
65 国土交通省／平成24年度大都市交通センサス分析調査報告書（平成25年3月）P420 第VII

章１鉄道利用者による駅滞留者数および鉄道乗車中人数の推計方法 図Ⅶ-１-１に追記 
66 国土交通省／平成22年大都市交通センサス首都圏報告書（平成24年3月）P169 図Ⅲ-68 

乗車時刻、降車時刻分布（その３（全目的））より、18時台乗車ピーク率9.6％・降車

ピーク率9.3％から、9.5％と設定 
67 国土交通省／第11回大都市交通センサス平成23年度調査（集計）結果報告 報告書資料

編（集計表）「4 ターミナル別乗換人員表」（鉄道定期券利用者（通勤・通学目的）に

おける、全利用客数と初乗り・最終降車客数から、初乗り・最終降車客の割合を算出 
68 東京都広域避難場所設置基準（1.0㎡/人） 
69 品川区避難所設置基準（3.3㎡/2人） 


